
環境経営の 
実践に　 
向けて 
 

 

　1960年代以降、地球温暖化、オゾン層の破壊、

大気汚染、酸性雨など地球規模での環境問題が深

刻になり、「環境」という視点を軸に企業経営の見

直しが迫られています。 

　国においては、各種のリサイクル法など、循環

型社会形成に向けた法律を整備し、岩手県におい

ても、「岩手県総合計画」（平成11年8月策定）の

中で「環境」の視点を21世紀の可能性の扉を開く

鍵の一つとして位置づけています。 

　このような状況の中で、大企業を中心に経営シ

ステムに環境の視点を取り入れる企業が増加し

ており、取引先の中小企業においても環境に配慮

した経営を行うことを要請されるケースが増え

てきました。 

　また、後述する県内企業を対象に調査した結果

においては、社会的責任を果たすため環境活動に

取り組むという企業の意識が強く出ており、県内

中小企業においても、環境に対する意識が高まっ

ていることが推定されます。 

 

 

 

　ここでは、「環境経営」を、「経済効率性を追求し

ながら、環境に配慮して事業活動を行う経営」と

します。 

　環境経営の手法として、ＩＳＯ14001に代表

される環境マネジメントシステム、環境会計など

があげられます。 

　ＩＳＯ14001の認証取得企業は岩手県内でも

年々増加しており、平成14年5月時点で県内に

事業所がある企業のうち113企業がＩＳＯ

14001の認証を取得しています（岩手県環境生

活企画室調べ）。 

　環境会計は、企業などが事業活動における環境

保全対策のためのコストとそれにより得られた

効果を定量的に把握、分析する仕組みであり、主

に大企業で導入が進められているほか、岩手県庁

でも導入を進めています。 

 

 

 

 

　岩手県では、県内中小企業の環境活動への取組

状況等を把握し、対応策を検討するため、平成13

年11月に県内企業を対象に調査を行いました。

製造業、卸・小売業など様々な業種の1,503社に

対してアンケート用紙を郵送し、589企業から

有効回答をいただきました（有効回答率39.2％）。 

 

 

導入が求められる環境経営 

環境経営とは 【環境問題に対する考え方】 
　環境問題に対する関心については、関心を持

つ企業が80.0％を占めています。また、環境意

識が高いと自認する企業は45.7％となってい

ます（図1）。 

　現在、関心のある環境問題としては、「廃棄物」

が81.7％と圧倒的に多く、次いで「公害対策」が

61.9％となっています（図2）。 

岩手県内における 
　環境経営の導入状況 

毎月勤労統計調査特別調査にご協力を 

　厚生労働省では、7月31日現在で、常用労働者を1～4人雇用し

ている事業所を対象に、毎月勤労統計調査特別調査を実施します。

この調査は、対象事業所の賃金、労働時間、労働者数の動向を都道

府県ごとに明らかにする大切な調査です。8～9月にかけ統計調査

員が訪問して調査票を作成します。調査内容は統計作成のみに使

用しますので、皆様にご迷惑をおかけすることは絶対ありません。

ご協力くださるようお願いいたします。 

 岩手県 総合政策室調査統計課　TEL 019-629-5304お問合わせ先 

8～9月に統計調査員がおうかがいします 
 

◆センターからのお知らせ◆ 
　7月1日付けで下記のとおり
当センターの理事長が替わり
ました。 
　新理事長を中心に産業振
興のため努力して参る所存
でございますので、今後とも
一層のご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。 

記 
新理事長　平山　健一 

（岩手大学長） 

旧理事長　海妻　矩彦 
（前岩手大学長） 

 新産業推進課 
 TEL 019-621-5070 FAX 019-621-5071 
 URL http://www.joho-iwate.or.jp/info/kigyouka1/ 
 E-mail kigyouka1@joho-iwate.or.jp

お申込み・ 
お問合わせ先 
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創業を目指す方々に対して「いわて起業家大学院」を開講いた

します。下記の受講対象者に対して各自のビジネスプランの再点

検とその個別指導、創業に必要な専門的アドバイスを致します。

創業をお考えの方、創業後間もない方、是非、お申し込み下さい。

◆主　　催 岩手県、（財）いわて産業振興センター
◆開催期間 9月15日（日）～10月25日（金）
◆定員締切 20名（一部50名）、9月3日（火）

※　申し込みが定員を越えた場合は当センターで選
考し受講者を決定します。

◆会　　場 盛岡駅西口マリオス１８Ｆ会議室　他
◆受講対象 創業のための事業計画をお持ちの方または、創業５

年以内の方で下記1～4のいずれかに該当する方
1 いわて起業家大学の受講生（修了生）
2 商工団体等の主催する創業関連講座受講生
3 県内インキュベート施設入居者
4 その他

◆受 講 料 無 料　　
◆申込方法 下記お問合わせ先へ連絡のうえ、資料を請求下さい。また、

ホームページからのお申込みも可能です。

◆ 開 催 要 領 ◆
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　岩手県が目指す「環境首都」を創りあげるには、

県民一人ひとりが環境と共生していくことが大

切です。中小企業も社会の一員として、環境に配

慮した経営を行うことが必要になってきます。 

　しかしながら、調査結果でも分かるとおり、企

業の多くは環境活動に伴う費用負担の増加に苦

慮しています。そこで、環境保全対策に係るコス

トと効果を把握する仕組みである環境会計の考

え方を経営に導入し、環境コストの管理を行って

いくことが重要になってきます。 

　まずは、環境経営の前提となるＰＤＣＡサイク

ルを導入することが必要です（図9）。ＰＤＣＡサ

イクルとは、経営のビジョン策定から、計画、実施、

評価、見直しというサイクルを回していくもので、

経営力の向上に直結するものです。 

　このＰＤＣＡサイクルを導入したうえで環境

会計の考え方を経営に導入することが、環境経営

の実践につながります。 

　なお、岩手県は平成14年度に中小企業向けの

環境会計研修会を開催することとしています。調

査結果の詳細や環境会計研修会については下記

にお問い合わせください。 

中小企業でも取り組める 
　環境経営の導入に向けて 

【環境経営手法の導入状況】 
　実際にＩＳＯ14001、環境会計等の環境経営

を導入している企業はわずかで、「環境関連の社

会貢献活動」を実施しているのが17社（この質問

の有効回答数の5.4％）、「ＩＳＯ14001の認証

取得」が12社（同3.7％）となっています（図7）。 

【期待する支援策】 
　「融資・助成・税軽減などの資金面での支援」が

43.2％と最も多くなっています。小差で「廃棄物

処理業者の育成」が41.7％で続き、「リサイクル

システム等のインフラ整備」も38.2％と多くな

っています（図8）。 

環境経営の導入状況 図7

環境経営に取り組む上で、県に期待することや、 
特に強化してもらいたい支援策 図8

PDCAサイクルの概念図 図9

 お問合わせ先 岩手県商工労働観光部産業振興課　 TEL019－629－5551   FAX019－629－5549 

環境問題全般に対する自社及び業界の考え方 図1

現在、関心のある環境問題 図2

環境活動に取り組む理由 図4

公害対策や環境活動に取り組む時に直面する深刻な問題 図5

公害対策や環境活動の効果や利益と費用の大きさの比較 

現　状 今後の方針 

図6公害対策以外で行っている環境活動 図3

【環境活動への取組状況】 
　現在取り組んでいる環境活動（公害対策を除く）

は、「何もない・今後も予定ない」が3.4％しかなく、

大部分の企業は何らかの環境活動を行っている

ことが分かります。取組内容としては、「廃棄物処

理の適正化」が65.7％と最も多く、次いで「リサ

イクル・リユースによる廃棄物削減」が50.4％で、

廃棄物関係の活動が多くなっています。以下、「省

エネルギー対策」（30.4％）、「簡易包装、無包装に

よる廃棄物削減」（25.0％）と続いています（図3）。 

　環境活動に取り組む理由としては、「企業とし

ての社会的責任を果たすため」が76.3％と最も

多く、次いで「法規制で定められているため」が

50.8％となっています（図4）。 

【直面する問題】 
　直面する問題としては、「費用負担の増加にと

もなう資金不足」が63.2％と突出して多く、次い

で「廃棄物等の処理業者の不足」が27.3％となっ

ています（図5）。 

　公害対策や環境活動の効果や利益と費用負担

を比較する質問に対しては、「費用の方が大きく

負担がある」が57.4％を占めています。しかし、

今後の方針については、「収支とは別の判断基準」

が56.8％、「費用の方が大きくても取り組むべき」

が27.4％となっており、単純な費用対効果で公

害対策や環境活動を切り捨てることはできない

という、前向きな姿勢が表れています（図6）。 

費用の方が 
大きくても 
取り組むべき 

効果や利益の方が 
大きい 
 

効果や利益と 
費用や負担は 
ほぼ等しい・ 
収支とんとん 
 

費用の方が大きく 
負担がある 
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のでわからない 
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